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２．対象・目的・内容
市内に在住する障害者が通所する地域活動支援センター及び小規模作業所に対して運営費の補助を行う。
補助の金額については、西脇市障害者地域

度

活動支援センター事業補助金交付規程及び西脇市障害者小規模通所援護
事業補助金交付規程に基づき積算する。

事 業 概 要

①　地域活動支援センター事業を実施するNPO法人等
事業の対象 ②　障害者小規模通所援護事業を実

　

施する者

（誰・何を）

①及び②　在宅の障害者等が通所し、障害の程度に応じた創作的活動又は生産活動等を行うことで、社会との交流
事業の目的 促進を図るとともに日中においての居場所を作る。
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対し創作的活動又は生産活動の機会の提

評 供などを行うこととされている。

説 明 補助金は、センターの活動に対するものである。よって目的を果たすため継続実施していく。

価 小規模作業所に対しては、地域活動支援センタ

事

ーや福祉サービス事業所（法に基づくサービス）への移行を依頼し
ていく必要がある。

評 価 事業の優先度(緊急性) 3 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 4

２ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 5 市民ニー

業

ズの把握 3
事 業 の 改善・見直し

次 総合評価
地域活動支援センターについては、障害者総合支援法に基づき義務付けられている事業であり、障害者の社会交流

評 促進を図るとともに日中活動の場を提供するためにも継続して実

の

施することが適当であると思われる。しかし、小

説 明 規模作業所として事業を実施している施設に関しては、県の支援制度の打切りも勘案し、地域活動支援センター等

価 への移行について検討してもらうよう働きかけるなど

概

、改善・見直しの必要がある。

要説明

５．事業の実績・目

書
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書

平成27年度
指 標 目

）

標 値 6 6 4 4
実 績 値 5
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4
① 経 費 （ 千 円 ） 26

頁

,949 19,231
単位当たりのコスト 5

６

,389.8 4,807.75

指 標 名 小規模作業所数 単　位 箇所

説 明 や 数 式 運営費を補助している小規模作業所の数
活 動

年 度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
指 標 目 標 値 1 1 1 1

実 績 値 1 1
② 経 費 （

年

千 円 ） 3,786 3,736
単位当たりのコスト 3,786 3,736

指 標 名 地域活動センターへの通所者数 単　位 人

説 明 や 数 式 通所することにより障害者の自立と生きがいを高め、社会参加を促進する。
成 果

年 度 平成2

度

4年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
指 標 目 標 値 40 40 28 30

実 績 値 39 25
① 経 費 （ 千 円 ） 26,949 19,231

単位当たりのコスト 691 769.24

指 標 名 小規模作業所への通所者数 単　位 人

説 明

　

や 数 式 通所することにより障害者の自立と生きがいを高め、社会参加を促進する。
成 果

年 度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
指 標 目 標 値 10 10 5 5

実 績 値 5 5
② 経 費 （ 千 円 ） 3,786 3,736

当

単位当たりのコスト 757.2 747.2
在宅障害者がセンターに通所し、障害程度に応じた創作的活動又は生産活動等を行うことで、社会との交流促進を

実績・成果 図るとともに日中活動の場を提供できている。
また、セ

初

ンター授産製品を市内販売所や催し会場で販売することで、地域との交流や通所者の活動意欲の向上を図
等 の 説 明 られ、障害者に対する理解が深められている。

事業の成果は得られている。

６．評価
評 価 事業の優先度(緊急

予

性) 4 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 4

１ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 5 市民ニーズの把握 1
事 業 の 継続実施

次 総合評価
地域活動支援センターは、障害者総合支援法に基づき、通所の障害者らに


